
特集・住宅問題の諸側面

横浜市宅地開発要綱

＜その問題点と今後の方向について＞

広瀬良一

１－－－横浜市宅地開発要綱とは

多くの人には，もはや説明の必要もないほどこの

宅地開発要綱は，本市における宅地開発の憲法と

してその存在が知られるに至っている。

しかしその具体的内容等については，これに直接

たずさわる職員以外はあまり知る機会がなかった

と思われるので，かんたんに紹介しておきだい。

この宅地開発要綱は，昭和43年８月に定められ，

同年９月１日から実施されだ。いうまでもなくこ

の要綱は，良好な都市づくりをめざす本市の基本

方針にしたがって，市内でおこなわれる新規の宅

地開発事業に対し，これにともなう道路，下水道

等必要な公共施設を設備するほか，とくに公園，

学校等の公共，公益施設用地を実質的に確保する

ための基準を設け，これにもとずく必要な協議を

あらかじめ本市と開発事業者との間で締結するこ

とによって，はじめて所定の法律上の手続きに移

行するという，いわゆる横浜方式のひとつとして

実施されてきだものである。

開発事業者に法律の基準以外に必要な負担を求め

るというこの要綱の考え方は，これより先にすで

に川西市ほかいくつかの地方都市においてもそれ

ぞれの基準を定め，実施していた経緯はあるが，

大都市とくに指定都市においてこの種の指導を実

施したのは本市がはじめてであっだ。

２　　　　　制定の経緯

横浜市の人口増加が目立ちはじめた昭和35年ごろ

から数年後になると，市内でおこなわれる宅地開

発も資料第１のとおり急速に増加の一途をだどり

はじめた。当時は開発に対する良好な都市」くり

のための法律上の規制基準も定められてなく，加

えて造成工事に対する技術的基準も未整備な状態

であっだため，不良宅地のスプロール化がはじま

り，同時に数々の災害をもたらす原因ともなっ

た。これらの問題は，とくに大都市では本市と神
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戸市に共通していだこともあって，両市は，開発

者に対し少なくとも防災上必要な措置を講じさせ

ることのできる法律の制定を強く国に働きかけ

た。その結果，昭和37年に施行された宅地造成等

規制法の実現をみだわけである。

しかしこの法律は，上記のとおり主として造成工

事に対する防災的見地から定められた技術的基準

に過ぎなかったことから。開発にともなう道路，

公園等の環境施設基準についてはまったくふれて

いなかった。そこでさらに本市をはじめ宅造ラッ

シュの波に洗われている各都市からの働きかけも

あって，昭和39年に住宅地造成事業に関する法律

が制定されるに至り，本市においては翌昭和40年

10月から施行されるところまでこぎっけた。

このようにして国に対する自治体からの働きかけ

によって，宅地開発に対する法律上の整備はしだ

いに整ってきたが，開発そのものの累積や規模の

大型化に加えて，開発される区域がもともと都市

施設の整備が十分でない郊外へと拡大されるにつ

れ，しだいに法律の基準そのものだけではとても

良好なコミュニティを形成させる開発指導は望め

なくなってきた。それは関係法令によって，道路，

下水道，公園等の公共的都市施設については一応

の整備基準が定められたのに対し，学校,保育所，

清掃工場，各庁舎の出張所等の公益的施設の整備

については何の規定も定められていないことによ

つている。したがってこれら公益的施設について

は，個々におこなわれる開発に追従しもっぱら

自治体の責任において整備しなければならないこ

とになり，しだいにその負担に耐えられなくなっ

てきた。

そこで本市は，これらの開発に対し法律の基準

以外に必要最小限度の施設整備基準を検討し，そ

れを満たすことができることを開発の必要最低条

件とする独自の指導要綱を作成するに至った。そ

れがこの宅地開発要綱である。

３ 内容

宅地開発要綱の内容をかんたんに整理すると，開

発にともなう都市施設について，その整備原則と

負担原則とを定めたものである。

すなわち，法令の基準によって，開発区域内に当

然に必要となる道路，下水道，公園等の公共施設

は，開発者の全額負担で整備するいわゆる開発者

負担を原則としているが，学校その他の公益的施

設については，その用地について一定率の土地を

有償で市に提供することを定めている。

この公益用地については，具体的には開発区域内

に開発区域面積の5％の土地を，平方米あたり

3,000円で提供することとしているが，開発の規

模によっては，その団地内に学校等を実質的に設

ける必要性があることから，5％をこえる用地の

確保を要する場合のおり得ることも想定してい

る。その場合の5％をこえた分については造成後

の原価で提供することをうたっている。

もちろん5％の用地が公益用地として確保されて

いて乱その団地内に実質的な公益施設を設置す

る必要がない場合もあるので，それらの用地は必

要によって他の場所に設ける公益施設用地取得の

ための代替地等に供する楊合もあり得ることにな

っている。

なお，この要綱の適用は，住宅地を目的とした開

＜資料第１＞　宅地開発事業許認可の推移
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発に限定することなく，これ以外のものでも何ら

かの形で本市の許可や認可を必要とする開発には

全て適用するたてまえをとっている。したがって

敷地の用途が工場，倉庫，駐車場ビル，ショッピ

ングセンター等の非居住建物の用に供するもので

あっても原則的には全面適用されることになる。

　4－－－問題点

　本年８月でまる３年を経過したこの宅地開発要綱

　は，その実施以来着々とその成果をあげてきだ。

　その一例として公益用地の取得状況を整理してみ

　ると，昭和46年３月現在で，本市に提供すること

　の協議が整ったものは，資料第２のとおり45万平

　方米以上にのぼっている。これはいわゆる一般の

　宅地開発と，日本住宅公団や県，市住宅供給公社

　その他の公的機関のおこなう開発によるものであ

　り，このほか土地区画整理事業によるものが別途

　提供を受けることにもなっている。

　またこの公益用地のほか，道路，下水道，公園等

　の開発区域内の諸施設の整備，ならびに区域外の

　河川改修，終未汚水処理施設等の整備についても

　かなりの実績をあげてきたが，詳細については省

　略する。

　しかしこのようにして数々の実績をあげてきたこ

　の要綱も　３年という期間を経てきた間に，宅地

　開発の内容の変化や，その後の土地利用の変更等

　によって，しだいに実情に沿わない面が現われて

。きた。それは主に次の３点に集約された現象が原

　因と考えられるので，以下これらについて若于の

　説明をしてみる。

　＜１＞　計画人口密度の高い開発が多くなってき

　たこと

　現行の宅地開発要綱は，公共用地としての公園，

　および学校用地その他の公益用地の提供基準を定

　めるにあたり，開発区域内の計画人口密度をlha

　あたり100人程度として整備基準を定めてあっ

た。ところが資料第３の例でもわかるとおり最近

の開発は，土地の高度利用にともなう高層高密度

の建築計画を見込むものが多くなってきており，

計画人口密度も飛躍的に高くなってきた。こうな

ると3％の公園や，5％の公益用地の提供を受け

ることによって，一応必要な用地等の確保がなさ

れることとなっていた要綱の前提条件が根底から

くずれてしまうことになる。とくに学校について

は人口に比例して学童の出現があり得るわけであ

るから，まったくこれに対応できない事態が発生

することになってしまう。

たとえば，1Ohaの開発をする場合は,5％の公益

用地として5,000㎡の用地の提供を受けることと

なっているが，この団地に建つ建築物が平家か２

階建程度のいわゆる独立した住宅の場合は,1ha

あたり100人～150人程度の人口密度となり，小学

生も全体で200人程度であるから１小学校規模に

も満たないのでまだ問題は少ない。しかし，公社，

公団等がおこなう中高層以上の集合住宅団地を開

発した場合は，人口密度が1haあたり500人かあ

るいはそれ以上になる場合があり，同じ開発面積

でも小学生の数はその人口密度にほぼ比例して増

大することから，まさに1,000人をこえることに

なってしまう。1,000人の小学生といえば小学校

１校以上の規模となるが，この団地には公益用地

として通常5,000㎡しか確保されていないから，

これを全部学校用地にあてても小学校用地１校分

にも満たないばかりか，他の公益施設用地にあて

る分はまったくないこととなる。もちろんこれら

の建築計画が当初からわかっていれば，必要なも

のは5％に限定することなく確保させることがで

きるたてまえにはなっているが，5％をこえた分

は平方米あたり3,000円という低廉価格の提供で

はなくなり，まったくの造成原価で買収すること

となるから，この公益用地の取得費だけでも莫大

な額にのぼってしまう。これはまさに開発者側の
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土地利用の高度化という一方的な原因によって，

反射的に本市は莫大な財政支出を強いられる結果

となる。このことは一公益用地の問題だけではな

く，開発に起因する市政のすべての面でもいえる

ことであるから，本市にとってはいかにも不合理

な責任だけを負わされることになる。

＜２＞　学童出現率が高くなってきたこと

１世帯あたりの小学生の数を，われわれは学童出

現率と呼んでいるが，最近の傾向をみるとこれも

しだいに高率になってきている。そしてこの傾向

は共同住宅という住居の形式とほぼ相関関係を示

しつつ増大していることがわかってきた。

すなわち，小学生の出現する率の高い世帯は，平

均して年令が比較的若いわけであるが，これらの

人々の多くは一般的に財政能力が低いから独立し

た土地付の住宅に住むことはむづかしい。したが

って当然に賃貸の共同住宅か，せいぜい長期積立

分譲の共同住宅に住むヶ－スが多い。これに対

し，土地付の独立住宅に住む人達は，収入も蓄え

も相当なければできないから当然に年令層も高く

なる。そういう世帯の子供達は，もはや小学生は

比較的少なく，多くがそれ以上の年令に達してい

るのが一般である。このことが一般的に低層独立

住宅地は学童の出現率が低く，共同住宅団地はそ

れが高いという現象に結びついている。この出現

率の増大対策についても今後真けんに検討されな

ければならない。

＜３＞　低密度の開発地に高層高密度の建築計画

が多くなってきたこと

低層住宅用地として開発した所に高層高密度の建

築計画が多くなってきたということは，上記の

＜１＞，＜２＞が複合された形で本市に多くの財

政負担をもたらしている。このことは上記のとお

り当時の宅地開発要綱では予想されていなかった

ことでもあり，また現在問題となっているものの

多くは，宅地開発要綱の実施以前の開発であるこ

とも問題をいっそう深刻にさせているわけであ

る。

＜資料第２＞　宅地開発要綱に基づく公益用地取得等に関する資料
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＜資料第３＞　開発主体別高密度開発の例

こうなったことは，開発当時の人口想定に甘さが

あったというよりは，むしろ人口想定にもとずく

将来の土地利用を誘導する有効な担保手段がなか

ったことによるのである。土地利用の高度化とい

う点では上記＜１＞および＜２＞の結果と同類で

あるが，予定されてない形で土地利用の変更がな

されるという点では，開発が終っている場所だけ

にもはや何の対応策も講ずることができない場合

が多いので，本市にとってはまったく頭の痛い問

題となってきている。

５－－－今後の方向

宅地開発要綱は，上記のとおり良好な生活環境の

創出と，開発に基づく本市の財政的負担の軽減と

いう意味でかなりの実績をあげてきたが，激動す

る本市の中で，開発に起因する数々の都市問題を

解決する手段としては，しだいにその効力を失な

いつつあるといえる。その端的な例が上記問題点

で指摘したとおり，開発そのものの質的変化や，

その後の土地利用の変更等に起因する情勢の変化

に十分対応できる指導基準ではなかったことであ

る。

したがって今後の方向としては，すみやかにこれ

らの問題点を整理し，これにもとずく諸基準の改

正をすること等によって十分な対応ができるもの

としなければならない。

具体的には，宅地開発要綱の諸基準の算定基礎を

現行のように開発区域面積だけにおくのではな

く，そこに生活することとなる居住者の数，すな

わち計画人口にも十分対

応できる基準に改めるこ

とである。

都市施設の中には，人口

に直接影響されないも

の，たとえば雨水のため

の下水施設や河川等もあ

るが，道路交通，汚水施設，公園，学校,保育所，

清掃工場等の公共，公益的施設は，まさに人口に

比例するかまたはそれ以上に必要となるものが多

いので，開発区域面積による基準と共に計画人口

にも対応する基準をも作成し，これらを同時に満

足するような開発計画となるよう指導しなけれ

ば，絶対に良好な生活環境は保てないことにな

る。

なお，現行の宅地開発要綱は，一定規模未満の小

規模開発には，執行態勢および経済効果＜事務量

の割合には効果が小さい＞等の理由によって，実

質的には適用してないが，これらの累積による都

市的な負荷もしだいに無視できないことにもなる

ので，できればこれら小規模開発に対しても，要

綱の趣旨に沿った総合的な開発負担金等を課せら

れれば，いくらかでも必要な財源の確保に役立つ

と共に，公平負担の原則にも合致させることがで

きると思う。

また，現在のところこの要綱の守備範囲外の問題

となっている開発行為をともなわないでおこなう

建築行為についても，人口の定着によって与える

都市施設への影響という点では，新規の開発とほ

ぼ同類の問題をふくむので，これらの行為に対し

ても必要によりこの要綱の思想をとり入れた新た

な基準の作成が必要ではないかと考えられる。

＜企画調整室主査＞
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